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調査・研究テーマ「特別市の法制化に向けた機運醸成について」関連資料 

 

１ 横浜市の取組について 

(1) 市民向け説明会 

地域活動に尽力いただいている市民の皆様を対象に、各区の自治会町内会

の研修会等において、特別市の意義や必要性を伝える説明会を順次開催して

います。 

これまでに６区で開催しました。 

 

＜開催状況＞              令和５年９月 26 日時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜内 容＞ 

  ○「横浜市が目指す特別市とは」(説明者：山中 竹春 横浜市長) 

  ○ 意見交換・その他 

 

 

 

 

 

  

大都市行財政制度特別委員会 

令 和 ５ 年 ９ 月 2 6 日 

政 策 局 

 開催区 開催日 参加人数 

１ 瀬谷区 ７月 19 日 約 130 名 

２ 旭 区 ８月 23 日 約 200 名 

３ 中 区 ８月 29 日 約 110 名 

４ 戸塚区 ９月 15 日 約 150 名 

５ 鶴見区 ９月 20 日 約 170 名 

６ 青葉区 ９月 23 日 約 80 名 
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２ 指定都市市長会の取組について 

 (1) 「令和６年度国の施策及び予算に関する提案（通称：白本）」要請活動 

令和５年７月から８月にかけて、政党及び関係府省庁に対し、各指定都市市

長及び議長による要請活動を行いました。 

 

＜政党＞ 

要 請 日 要 請 先 担 当 市 

７月 13 日 自 由 民 主 党 神 戸 市 

７月 25 日 日 本 維 新 の 会 広 島 市 

８ 月 ４ 日 国 民 民 主 党 指定都市市長会事務局 

 日 本 共 産 党  

 社 会 民 主 党  

 れ い わ 新 選 組  

 参 政 党  

 政 治 家 女 子 4 8 党  

８ 月 ７ 日 立 憲 民 主 党 岡 山 市 

８ 月 ８ 日 公 明 党 北 九 州 市 

８月 24 日 
自 由 民 主 党 

(総務部会関係合同会議) 
指定都市市長会会長 

( 神 戸 市 長 ) 

 

＜府省庁＞ 

要 請 日 要 請 先 担 当 市 

７月 14 日 農 林 水 産 省 指定都市市長会事務局 

７月 21 日 国 土 交 通 省 大 阪 市  

７月 25 日 内 閣 府 福 岡 市 

７月 26 日 デ ジ タ ル 庁 札 幌 市 

７月 31 日 こ ど も 家 庭 庁 熊 本 市 

８ 月 ３ 日 経 済 産 業 省 名 古 屋 市 

８ 月 ４ 日 文 部 科 学 省 さ い た ま 市 

８ 月 ７ 日 厚 生 労 働 省 千 葉 市 

８ 月 ７ 日 財 務 省 仙 台 市 

８月 10 日 総 務 省 京 都 市 

８月 10 日 環 境 省 堺 市 

 

【参考】指定都市の「令和６年度国の施策及び予算に関する提案」（抜粋） 
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(2) 指定都市市長会による特別市の法制化案について 

   ア 特別市の法的位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 移行手続の手法案の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：指定都市市長会「多様な大都市制度実現プロジェクト」最終報告（令和３年 11 月） 

出典：指定都市市長会「多様な大都市制度実現プロジェクト」最終報告（令和３年 11 月） 
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【参考】 

 

■法概要骨子（移行手続案①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■法概要骨子（移行手続案②（特別法部分）） 

 

 

 

 

 

出典：指定都市市長会「多様な大都市制度実現プロジェクト」最終報告（令和３年 11 月） 

出典：指定都市市長会「多様な大都市制度実現プロジェクト」最終報告（令和３年 11 月） 



 

 
 

 

 

 

 
特別市の法制化に関する要望書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
令和５年 月

横浜市会 

（案） 
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横浜市会は、昭和22年５月の地方自治法施行に伴い、特別市制が法律に規

定されたことを受け、特別市制促進実行委員会を設置して以来、半世紀以上

に渡り、地方制度の調査とその改善促進を目指すとともに、大都市横浜にふ

さわしい新たな大都市制度の早期実現と、その実態に対応する税財政制度の

確立に向けて議論を積み重ねてきました。 

平成23年12月には、第30次地方制度調査会において大都市制度のあり方に

ついて審議が進められていくこと等を踏まえ、国における制度改革を働きか

けるために、特別市の創設を強く要望する「新たな大都市制度である「特別

自治市」創設に関する決議」を議決し、議決機関の立場として横浜市会の意

思を明確に示しました。 

平成24年８月には「大都市地域における特別区の設置に関する法律」が成

立し、地域の実情に応じた大都市制度の特例として道府県に特別区を設置す

ることが可能になった一方、特別市については法制化に至っておらず、横浜

市をはじめとする大都市が地域の実情に応じた多様な大都市制度を選択でき

ない不均衡な状況が今日まで継続しています。 

この間も横浜市会は、令和３年６月に「特別自治市制度の早期実現を求め

る意見書」を議決し、衆参両議院議長や内閣総理大臣等に提出しているほか、

令和４年２月には、改めて、国等における特別市の早期実現に向けた取組を

加速させることを強く要望する「「特別自治市」の早期実現に関する決議」

を議決しました。 

特別市は、市民サービスの向上はもとより、圏域の発展や日本の国際競争

力強化によって、その効果を国内に広げ持続可能な地域社会の実現を図るも

のです。 

大都市を取り巻く様々な課題解決を新たな飛躍のチャンスと捉え、将来を

見据え、日本全体の成長力を高め、経済を活性化していくために、大都市が

持つ力を最大限発揮できる特別市の早期実現に取り組むべきです。 

特別市の実現に向けては、国会において立法化されることが必要です。つ

いては、特別市の法制化に関し、次の事項の実現を強く要望します。 
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令和５年 月 日 

 

 

 
衆 議 院 議 長  細 田 博 之 様 

参 議 院 議 長  尾 䭜 秀 久 様 

衆 議 院 総 務 委 員 長  浮 島 智 子 様 

参 議 院 総 務 委 員 長  河 野 義 博 様 

内 閣 総 理 大 臣  岸 田 文 雄 様 

内 閣 官 房 長 官  松 野 博 一 様 

総 務 大 臣  鈴 木 淳 司 様 

国 土 交 通 大 臣  斉 藤 鉄 夫 様 

内閣府特命担当大臣  自 見 はなこ 様 

（沖縄及び北方対策、消費者及び食品安全、地方創生、アイヌ施策） 

 

 

 

 

横浜市会議長 
 

瀬 之 間  康 浩  
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特別市の法制化に関する要望 

 
 

１ 特別市の法制化の早期実現 

現行の指定都市制度は、暫定的な制度として創設されてから65年余りが経過し、道

府県との二重行政や不十分な税制上の措置など、多くの課題を抱えており、大都市が

その能力を十分に発揮できる制度的な位置付けがなされていない。 

377万市民を擁する大都市横浜が、今後も持続可能な行財政運営を行い、日本経済

の成長を牽引していくためには、大都市制度の抜本的な改革が必要である。 

指定都市が地域の実情に応じた大都市制度を選択できるようにするため、「大都市

地域における特別区の設置に関する法律」に基づく特別区設置以外の新たな選択肢と

して、特別市の法制化を早期に実現すること。 

 

２ 内閣総理大臣の諮問機関である地方制度調査会における大都市制度改革議論の推進 

大都市制度の改革について検討がなされた第30次地方制度調査会の答申において、

「特別市（仮称）」は、「「二重行政」が完全に解消され、今後の大都市地域におけ

る高齢化や社会資本の老朽化に備えた効率的・効果的な行政体制の整備に資する点で

大きな意義を有する。また、大規模な都市が日本全体の経済発展を支えるため、一元

的な行政権限を獲得し、政策選択の自由度が高まるという点にも意義がある」とされ

た。一方で、さらに検討すべき課題が存在するとし、引き続き検討を進めていく必要

があるとされた。 

横浜市は、令和４年12月に改訂公表している「横浜特別市大綱」の中で、第30次地

方制度調査会答申で示された「さらに検討すべき課題」に対する考え方を提示してい

る。しかし、第30次地方制度調査会以降、地方制度調査会において大都市制度改革の

実質的な議論はされていない状況である。 

特別市の「さらに検討すべき課題」に対する横浜市の考え方も踏まえ、特別市の法

制化に向けて、速やかに地方制度調査会における大都市制度改革の議論を進めること。 

 

３ 地方分権改革の推進 

特別市の法制化の実現までの間にあっても、多様化・複雑化する地域課題や住民ニ

ーズに的確に対応するために、地域の実情を把握している指定都市が自らの発想と創

意工夫による課題解決を行うため、市民生活における安全・安心に直結する分野での

指定都市への事務・権限の移譲が必要である。 

具体的には、一級河川・二級河川の管理、急傾斜地法などに係る事務・権限及び財

源の移譲や、義務付け・枠付け（法律による計画策定の努力義務等）の見直しを推進

すること。 

また、真の地方分権改革の推進には、事務・権限と財源を一致させることが必要で

あることから、例えば、河川法に基づき県が行っている占用料等に関する事務につい

て、河川管理者が許可事務から徴収事務まで行えるよう、法改正に取り組むこと。 




